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　土木史や土木遺産の研究成果は，義務教育に対してどのような知見や学習方法を提供している
のであろうか。また，学校教育現場からはどのような期待がなされているのであろうか。現状を
探り，検討を行うことを課題として，札幌市における小学校社会の「開発単元」における授業づ
くりについて，試行的に聞き取り調査を行った。その結果，人物や事業を通して学習する「開発
単元」の主題選択プロセスや，課題として資料をそろえることが困難なことが多い一方で，人物
の業績や事業の背景，技術的な価値について分かりやすい資料がそろっていると，教材化しやす
いことなどを聞き取ることができたので報告する。
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１． はじめに
　 国土形成，地域開発は，為政者や事業の主体者だ
けの課題ではない。国民一人ひとりが国土や地域の
姿を考えることは民主主義社会において必要なこと
である。そのためには，一般に知られる地理学，歴
史学あるいは郷土史の研究成果のみならず，土木史
の研究成果によって，国土形成や地域開発の営みは
よりいっそう意味を与えられることになろう。ま
た，そこから生み出される教材は，国土，地域づく
りにむけて人々の営みの理解をより一層立体的なも
のとする。そのことは，将来に向けた技術開発，投
資についての関心や必要性の理解を深めることにつ
ながる。土木史研究の知見を介して，国土や地域を
理解することは，国民的なリテラシーの一つとも言
えるであろう。
　 国土形成，地域開発については，義務教育の段階
から学習が始まる。小学校社会では，４年生におい
て県域レベルで，地域の産業やその開発を学習す
る。そして，５年生以降に国土形成や国土保全につ
いて学習する。
　 これまで，義務教育段階において教材研究を行

い，教材を開発する教員は，一般的に，歴史学や地
理学あるいは郷土史研究の成果をもとにしており，
土木史研究の成果を利活用することはもちろん，土
木史的な観点も不足あるいは欠落していると考えら
れる。
　 このような現状において，土木史や土木遺産の研
究成果は，義務教育に対して如何なる知見や学習方
法を提供しているのであろうか。また，学校教育現
場からは期待されているのか，現状を探り，検討を
行うことは，土木史研究の成果を普及させ，地域開
発，国土形成への国民的な理解を醸成するために
は，不可欠な取り組みと考えられる。
　 現在，札幌市内の小学校社会の「開発単元」で
は，人物として廣井勇が，開発事業として小樽築港
が取り上げられている。そこで，廣井勇と小樽築港
が教材化された背景や経緯，そこでの土木史研究成
果などの利活用について，関係者に聞き取りを行っ
たので報告する。

２．先行研究
　 小学校における「開発単元」については，教育実
践研究として多くの議論が積み重ねられ，また数多

【土木史研究　講演集　Vol.39　2019年】

- 45 -



くの優れた実践が報告されてきた。そこでは，地域
（郷土）への関心，誇りを持たせるために，地域の
成り立ちをなど地域性の強い学習である「地域を学
ぶ」ことと，地域開発や伝統文化を継承することを
理解する一般的な意識，態度を獲得するために地域
の特性をもとにした学習の「地域で学ぶ」こととの
二点は大きな関心事項となっている。しかし，いず
れに主眼を置くにしても，地域の開発とその発展に
ついては，地域開発における土木事業，土木技術に
対する関心や知識を持つか否かによって，教材開発
の深みが異なり，子どもたちの理解や知識に差が出
ることは明らかである。
　 しかしながら，土木史の研究成果を義務教育，特
に小学校の教材開発や授業実践と結びつける研究に
は，たとえば，田中尚人らによる小学校６年生を対
象とするワークショップによる地域の土木遺産の学
習成果に関する分析（2016年）1 )，小林一郎らによ
る義務教育段階での総合的な学習の時間における郷
土学習での土木史，景観教育の試み（2001年）2 )，
緒方英樹による小学校を対象とする土木史学習の実
施に向けた土木史絵本の活用を探る調査研究（2000
年）3)など，その数は少ない。

３．小学校社会における開発単元学習

（１）学習指導要領
　 日本における初等・中等教育では，教育課程の基
準として，文部科学大臣により学習指導要領が公示
されている。学習指導要領は，小・中・高校，特別
支援学校の教育内容や学習事項の学年別配当，授業
時間などの教育課程（カリキュラム）編成基準であ
り，全国どこの学校でも一定の教育水準を保つこと
を目的としているものである。1958（昭和33）年の
改訂以降，法的拘束力を持つようになり，社会の情
勢などを見ながらおよそ10年に一度改訂されてい
る。学校現場で用いられる教科書はこれをもとに作
成され，検定を受け，学校現場に届くことになる。
（２）学習指導要領における開発単元の扱い
　 小学校においては，2020（令和２）年度から，
2017（平成29）年に告示された改訂学習指導要領の
全面施行となるが，ここでは，2008年に告示された
学習指導要領をもとに説明する。
　 小学校学習指導要領（社会）「第２章　 各教科　
第２節　 社会」によると，その目標は「社会生活に

ついての理解を図り，我が国の国土と歴史に対する
理解と愛情を育て，国際社会に生きる平和で民主的
な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基
礎を養う」「地域の地理的環境，人々の生活の変化
や地域の発展に尽くした先人の働きについて理解で
きるようにし，地域社会に対する誇りと愛情を育て
るようにする。」と示されている。
　 そのため，その取り扱いとして「（5）地域の人々
の生活について，次のことを見学，調査したり年表
にまとめたりして調べ，人々の生活の変化や人々の
願い，地域の人々の生活の向上に尽くした先人の働
きや苦心を考えるようにする。」と，歴史的な事実
をもとに児童が主体的に考え，知識を得るようにす
ることが示されている。
　そして内容として「ア 古くから残る暮らしにかか
わる道具，それらを使っていたころの暮らしの様
子，イ 地域の人々が受け継いできた文化財や年中行
事，ウ　 地域の発展に尽くした先人の具体的事例」
の三点が示されている。
　 この三点のなかでも「地域の発展に尽くした先人
の具体的事例」については，「（6）内容の（5）の
ウの「具体的事例」については，開発，教育，文
化，産業などの地域の発展に尽くした先人の中から
選択して取り上げるものとする。」と説明してお
り，地域開発すなわち土木事業や関連する人物など
を学習する主題とすることも選択肢の一つであるこ
とが，学習指導要領には書かれている。
　 この地域の発展について学習する単元（学習によ
って得られる教科内容のひとまとまり）は「開発単
元」とも呼ばれている。

（３）学習指導要領に基づいた教科書での記述
　 小学校社会で用いられる代表的な教科書会社４社
における開発単元の内容を表１に示す。
　 開発事業における，施設・設備の建設や中心とな
った人物を通して，学習指導要領の目的を達成でき
るよう構成されている。
　 しかしながら，学習指導要領に示されている「地
域社会に対する誇りと愛情を育てる」ためには，教
科書に書かれている開発事業や人物を教えるのでは
なく，地域で独自に教材研究を行い，地域の開発事
業を教材化することが必要になってくる。したがっ
て，教科書に書かれていることは，子どたちの学習
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プロセスやそこで学ぶ知識などの一つのサンプルに
過ぎない。そのため，地域において独自に副教材を
作成し，指導案を立案して子どもたちに教えなくて
はならない。授業者には，地域開発の歴史を探究
し，そこで見いだされた事業や人物を，どのような
視点から取り扱うかが問われることになる。
　 その際に，土木史研究の成果，知見が小学校の教
師に対して，分かりやすく伝わるような参考資料が
作成されており，また，土木史研究者等と協働する
授業づくりが必要になると考えられる。

４．札幌市における「廣井勇」の教材化
（１）北海道での開発単元教材の扱いにおける課題

　 北海道内の小学校社会において採択されている教
科書は市町村ごとにみると2018（平成30）年度にお
いて，およそ80％が教育出版であり，残り20％が東
京書籍である。また，札幌市は東京書籍を採択して
いる。よって，北海道内の児童は，熊本県の新田開
発（潅漑）または，横浜市の新田開発（干拓）事業
を取り上げた教科書が手元にあることとなる。

　 しかし，北海道は，本州や四国，九州，沖縄とに
比べて，気候条件と開発の歴史的蓄積は大きくその
様相が異なる。例えば，高地における水田開発は寒
冷ゆえに避けられてきた。また河川流域では泥炭質
の低湿地帯が広がることから，明治の近代開発の初
期から，原野排水といわれる事業が重要課題として
取り組まれてきた。海岸沿いの湿地を干拓し水田を
を広げることは，寒流が沿岸を流れる北海道では現
実的ではなかった。さらに，開発に必要な社会資本
の整備なども急がれるなど，教科書が取り上げてい

る新田開発（灌漑，干拓）などと同様な開発事業に
置き換えることは困難であり，北海道の地域性を踏
まえた開発単元の教材開発が必要であり，それはま
た授業者にとって大きな課題となっている。

（２）札幌市における開発単元教材の検討と開発

ａ）札幌市における指導手引き書

　 小学校は教科担任制ではなく，教員一人一人が，
学級を担任し，全科目を教え，さらに，給食，清掃
などの生活指導を行う。そのため教材研究や授業実
施においては，何らかの指針となる手引きなどがあ
ると，個々の教師の得意，不得意による差を減ら
し，子どもたちに一定の教育水準を保証することに
もなる。そのため，例えば札幌市教育委員会では，
教師向けの指導手引き書が作成されている。

　 現在，その指導手引き書において廣井勇と小樽築
港事業が取り上げられており，札幌市内の多くの小
学校で授業が行われている。2008（平成20）年改訂
以前の学習指導要領のもとでは，開発単元として札
幌市内では，江戸幕府による幕末の開墾で掘削され
た大友堀と幕吏の大友亀太郎が教えられていた。

　 そこで，廣井勇が取り上げられた理由や教材化し
た経緯や教材化での土木史研究の成果などの活用に
ついて知るために，指導の手びきを執筆した関係者
に聞き取りを行った。

ｂ）指導書作成の検討と執筆者について

　 聞き取りによると，①2008年告示の学習指導要領
に対応する教科書の採択が2010年８月に決定。②新
指導要領，教科書に対応した指導手引き書の作成が
同年９月から始まった。③作成にあたっては社会科

表１　小学校社会で用いられている教科書での記述の比較
教科書会社 東京書籍 教育出版 日本文教出版 光村出版

単元名称 谷に囲まれた台地に水を引く 昔から今へと続くまちづくり
地いきのはってんにつくした
人々

ふるさとをゆたかに

地域 熊本県上益城郡山都町 神奈川県横浜市 和歌山県広川町 長野県安曇野市
開発事業 新田開発（潅漑） 新田開発（干拓） 防災 新田開発（潅漑）

施設等
潅漑用水路（通潤用水・通潤
橋）

干拓堤防（潮除堤） 海岸堤防 潅漑用水路（拾ヶ堰）

人物 布田保之助，橋本勘五郎 吉田勘兵衛良信 浜口梧陵 －

構成

通潤橋および白糸台地の地形
から開発の困難さを学習し，
事業に携わった布田保之助，
橋本勘五郎らの学習から開発
事業での人物の役割も学ぶ

吉田新田の開発事業を通じて
地域開発の営みを学習する。
事業の中心人物である吉田勘
兵衛良信に関する学習から開
発事業での人物の役割も学ぶ

浜口梧陵の人物学習をもとに
地域の開発や整備を学習する

用水路である拾ヶ堰を題材にし
て，地域開発の営みを学習する
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の教員によって組織されている民間教育研究団体
で，公開授業などを数多く行ってきた教員が中心と
なったことがわかった。

c）廣井勇への着目，教材化について

　 学校教育の向上・改善のため，指導・助言に当た
る教育委員会の専門職員として，指導主事が置かれ
ており，多くは優れた指導実績を持つ中堅教員が任
用されている。聞き取りによると，①指導主事の全
国の集まりにおいて，文科省の調査官より「４年生
（社会科）は県域での学習であり，「地域の発展に
尽くした先人」は札幌市の範囲だけではよくない。
全道に影響を与えた人を取り上げるべき」との助言
を受けた。②そのことから，手引き作成担当教員間
で，開発，教育，文化，産業などの地域の発展に尽
くした先人のなかから，廣井勇と知里幸恵のいずれ
かを取り上げることになった。③新渡戸稲造や廣井
勇を取り上げた授業実践はすでに行われていたこ
と。④担当者間で９月末には人物として廣井勇とな
り，具体的な事業として小樽築港を取り上げること
になった。ことなどを聞き取ることができた。

d）作成にあたり用いた資料について

　 聞き取りによると，①原稿作成では小樽市の副読
本を参考にすることから始めた。②小樽開発建設部
小樽港湾事務所に取材に行った。③土木学会誌の記
事4 )はとても参考になった。建設マネジメント誌5 )も
参考となった。④その他，参考資料はウェブ上の資
料を活用し，Wikipediaも使った。⑤最終的に小樽市
総合博物館の学芸員に査読してもらった。ことなど
を聞き取ることができた。

ｅ）廣井勇・小樽築港事業の授業実践について

　 聞き取りによると，①授業実践は，４年生の２学
期初めの学習として，第７単元「昔から今へとつづ
くまちづくり」中単元２「わたしたちの北海道を開
いた人々」で取り上げている。②授業は，2011（平
成23）年度から市内の小学校（日新小学校）で始ま
った。③これまでに，およそ１万５千人の児童が学
習しているのではないか。④小樽市に隣接する手稲
区や近傍の西区を中心に児童の現地研修なども行
い，実際に防波堤の見学なども行っている。⑤テス
ト問題も作成している。そのほか，子どもたちの学
習を深化させるために，廣井新聞を作成したり，最
近では，紙芝居づくりなども行っている。ことなど

を聞き取ることができた。

ｇ）開発単元における教材作成の課題について

　 聞き取りによると，①開発単元では資料をそろえ
ることが困難なことが多い。たまたまよい資料があ
ったと感じている。②廣井勇の業績がはっきりして
いることで，学習指導要領に書かれているポイント
に対応ができることにつながった。③今回，廣井勇
や小樽築港に関する資料はあったが，社会科の教材
として，防波堤の効果を示す量的なデータが欲しか
った。数量から考えさせる教材が社会では必要であ
り，グラフを出せないことは大変残念であった。こ
となどを聞き取ることができた。

５．まとめ
　 北海道の開発では，交通の確保は大きな課題であ
ることはいまも変わらない。四方を海に囲まれた港
湾の整備は北海道開発にとって重要な課題であり，
道内各地の港湾整備に大きな影響を与えた廣井勇と
小樽築港事業を取り上げた授業実践は，児童に北海
道全体の開発の歴史を意識させることにもなるであ
ろう。

　 今回の聞き取りからは，開発単元における教材開
発や授業実践において，工学的な専門性を持たない
小学校教師に対して，地域開発の歴史とそこに投下
された技術のポイント，人物について理解しやす
く，そして教材化に必要な資料などが揃っているこ
とが必要であることが見えてきた。土木史研究の成
果普及の一つとして，学校教育が求める資料の提
供，協働する授業づくりなどが必要であろう。
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